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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第2四半期連結
累計期間

第85期
第2四半期連結
累計期間

第84期
第2四半期連結
会計期間

第85期
第2四半期連結
会計期間

第84期

会計期間

自平成20年
4月 1日

至平成20年
9月30日

自平成21年
4月 1日

至平成21年
9月30日

自平成20年
7月 1日

至平成20年
9月30日

自平成21年
7月 1日

至平成21年
9月30日

自平成20年
4月 1日

至平成21年
3月31日

売上高（百万円） 24,150 22,309 12,392 15,129 42,554

経常利益（百万円） 2,065 715 675 658 2,631

四半期（当期）純利益（百万円） 1,086 365 337 350 1,295

純資産額（百万円） － － 6,219 4,421 6,397

総資産額（百万円） － － 42,351 45,201 47,581

1株当たり純資産額（円） － － 276.26 260.65 284.15

1株当たり四半期（当期）純利益

（円）
48.24 17.11 14.98 17.28 57.55

潜在株式調整後1株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 14.69 9.78 13.44

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,920 △1,598 － － 4,455

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,931 △871 － － △3,557

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,031 △579 － － 418

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 8,847 4,156 7,206

従業員数（人） － － 1,094 1,127 1,080

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

　2．売上高には、消費税等は含んでいない。

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

4．当第2四半期連結会計期間において自己株式の取得を取締役会で決議し、20億8百万円取得したことにより、

   純資産額が減少している。　
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２【事業の内容】

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はな

い。

　なお、主要な関係会社における異動については「３　関係会社の状況」に記載している。　　

　

３【関係会社の状況】

　当第2四半期連結会計期間において、KALEIDO MARINE投資事業有限責任組合が、所有する当社株式を全て売却した

ため、その他の関係会社でなくなった。

名称 住所

 資本金又は

 出資金

 （百万円）

 主要な事業の内容
 議決権の被所

 有割合
関係内容

 KALEIDO MARINE投資

 事業有限責任組合
 東京都港区 　　　　－

 投資事業有限責任組合契約に関す

 る法律第3条第1項に定める事業　
　 　34.50％　＿＿＿＿

 株式会社カレイド・

 ホールディングス　
 東京都港区 　　　　10  投資事業組合財産の運用及び管理　

　　 34.50％

　 （34.50％）　
 役員の兼任1名

（注）1．議決権の被所有割合は、平成21年3月31日現在の割合である。

      2．議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数である。　

　　　3．㈱カレイド・ホールディングスは、KALEIDO MARINE投資事業有限責任組合の無限責任組合員である。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年9月30日現在

従業員数（人） 1,127    

　（注）1.従業員数（嘱託44名を含む）は、平成21年9月30日現在の就業人員である。なお、当社グループから当社グループ

外への出向者並びに当社グループ外から当社グループへの出向者はいない。

2.平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。

(2）提出会社の状況

 平成21年9月30日現在

従業員数（人） 1,043    

 （注）1.従業員数（嘱託40名を含む）は、平成21年9月30日現在の就業人員である。なお、当社から他社への出向者（16

名）を除いており、他社から当社への出向者はいない。

　2.平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの生産実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比(％)

船舶事業 9,616 4.6

陸上事業 70 △84.2

合計 9,687 0.5

　（注）1.金額は当第2四半期連結会計期間の製造原価によっている。

2.セグメント間の取引については相殺消去している。

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。

(2）受注実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの受注実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額（百万円） 前年同四半期比(％)　 金額（百万円） 前年同四半期比(％)

船舶事業 1,155 △22.6 132,028 △21.2

陸上事業 225 514.2 220 470.2

サービス事業 67 △22.0 － －

合計 1,447 △10.3 132,249 △21.1

  （注）1.前期に受注したもので、当第2四半期連結会計期間に値引、値増のあったものは受注高で修正した。

2.セグメント間の取引については相殺消去している。　

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。

(3）販売実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比(％)

船舶事業 14,998 25.8

陸上事業 63 △83.6

サービス事業 67 △22.0

合計 15,129 22.1

　　
　（注）1.総販売高に対する割合が10％以上の販売先に対する販売実績は次のとおりである。

 販売先 工事内容 総販売高に対する割合・金額

 PEONY SHIPHOLDING S.A.コンテナ船1隻建造　
35％～40％

（4,337～4,956百万円）

前第2四半期連結会計

期間 
RIVER SPRING CORPORATION自動車運搬船1隻建造 

40％～45％

（4,956～5,576百万円）

 合計  
80％～85％

（9,913～10,533百万円）

　
VENUS OCEAN NAVIGATION

S.A.　
コンテナ船2隻建造

15％～20％

（2,269～3,025百万円）　

　 CLIO MARINE INC.　
プロダクトタンカー船1隻

建造

25％～30％

（3,782～4,538百万円）　

当第2四半期連結会計

期間 MITSUBISHI CORPORATION　

プロダクトタンカー船1隻

建造
40％～45％

（6,051～6,808百万円）
　 コンテナ船1隻建造

　 合計 　
85％～90％

（12,860～13,616百万円）

2.セグメント間の取引については相殺消去している。　

　3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。　
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２【事業等のリスク】

  当第2四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1)業績の状況　　

 当第2四半期連結会計期間における当社グループの経営状況は、世界経済において景気諸対策により景気後退に歯止

 めがかかりつつあるが、依然として本格的な回復には至っておらず、引き続き厳しい状況が続くものと懸念されてい

 る。造船業界においても海運市況の大幅な落ち込みが船舶需要を停滞させる等予断を許さない経営環境で推移した。

 このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高は151億29百万円（前年同四半期比

 22.1％増）となった。

 増収の要因は、改修船市況の悪化により、改修船工事の売上高は減少したものの、工事進行基準を適用した新造船

 工事の売上高が増加したためである。

 損益は、平成20年度に購入した新造船鋼材の影響及び改修船工事の収益減少により、営業利益6億96百万円（前年同

 四半期比0.2％減）、経常利益6億58百万円（前年同四半期比2.6％減）となったが、特別損失の減少により、四半期純

 利益は、3億50百万円（前年同四半期比3.9％増）となった。

　 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

 

①船舶事業

 新造船工事について、海運市況の大幅な落ち込みにより船舶需要の停滞が続く等厳しい状況の中、投資設備の有

 効活用によるコスト削減・戦略的な資材費対策等を行い、収益の確保に努めた。

 改修船工事についても、改修船市況の悪化により、工事費用が抑制され、国内及び中国との価格競争により、隻

 数及び1隻当たり売上高共に減少する等厳しい状況の中、顧客ニーズ（品質・納期）への的確な対応とコスト削減を

 行った。

 このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高149億98百万円（前年同四半期比

 25.8％増）、営業利益10億29百万円（前年同四半期比19.2％減）となった。

 また、受注高については、11億55百万円となった。この結果、受注残高は、1,320億28百万円となった。

 

②陸上事業

 景気は、本格的な回復には至っておらず、公共・民間設備投資が減少する等厳しい状況が続いた。このような状

 況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高63百万円（前年同四半期比83.6％減）、営業損失

  2百万円（前年同四半期は営業利益0百万円）となった。

 また、受注高については、2億25百万円となった。この結果、受注残高は、2億20百万円となった。

 

③サービス事業

 景気は、本格的な回復には至っておらず、個人消費は、雇用情勢の悪化等により依然として厳しい状況が続い

 た。このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高67百万円（前年同四半期比22.0％

 減）、営業損失2百万円（前年同四半期は営業損失11百万円）となった。

 また受注高については、67百万円となった。

　

 なお、上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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(2)財政状態の分析　

(資産)

 当第2四半期連結会計期間末における資産の残高は、452億1百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億80百万円減

 少した。

 流動資産の主な増減内訳は、工事進行基準を適用したこと等により受取手形及び売掛金が22億37百万円増加、工事

 進行基準を適用しない新造船工事の仕掛品が8億14百万円増加したことと、自己株式の取得等により現金及び預金が

 30億37百万円、未収消費税等が11億81百万円、前渡金が6億91百万円減少したことである。

 固定資産の主な減少内訳は、当第2四半期連結累計期間に取得した有形固定資産の額と減価償却費との差引により、

 有形固定資産が6億5百万円減少したことである。

　　　

(負債)

 当第2四半期連結会計期間末における負債の残高は、407億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億4百万円減

 少した。

 負債の主な増減内訳は、借入金が17億66百万円、前受金が7億51百万円増加したことと、支払手形及び買掛金が13億

 55百万円、未払費用が5億85百万円、未払法人税等が4億90百万円、設備工事支払手形が3億56百万円減少したことであ

 る。

  

(純資産)

 当第2四半期連結会計期間末における純資産の残高は、44億21百万円となり、前連結会計年度末に比べ19億75百万円

 減少した。

 これは、主に自己株式の取得により自己株式が20億9百万円増加したことによるものである。

　

(3)キャッシュ・フローの状況　

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より30億

49百万円減少し、41億56百万円となった。　

 

　当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりである。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果獲得した資金は、7億13百万円（前年同四半期は33億30百万円の獲得）となった。

　これは、税金等調整前四半期純利益6億38百万円、たな卸資産の減少40億17百万円等による資金の増加と売上債権の増

加22億5百万円と仕入債務の減少17億35百万円等による資金の減少との差引増加である。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、5億21百万円（前年同四半期は13億64百万円の使用）となった。

　これは、主として固定資産の取得による支出4億78百万円である。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動の結果使用した資金は、73百万円（前年同四半期は4億33百万円の使用）となった。

　これは、主として短期借入金の純増加額24億10百万円等による資金の増加と、長期借入金の返済による支出4億75百

万円及び自己株式の取得による支出20億9百万円等による資金の減少との差引減少である。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

 

　(5)研究開発活動

　該当事項なし。　

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

四半期報告書

 6/29



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第2四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成21年9月30日）

提出日現在発行数（株）
　

（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 22,530,000 22,530,000

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 22,530,000 22,530,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3)【ライツプランの内容】

該当事項なし。　

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
　

（百万円）

資本金残高
　

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

自平成21年7月 1日　

至平成21年9月30日
－ 22,530 － 1,200 － 416
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(5)【大株主の状況】

 平成21年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1丁目7－89 6,673 29.61

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町1丁目3－8

（東京都中央区晴海1丁目8番12号）
1,095 4.86

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1丁目26－1　 632 2.80

江副　浩正 東京都港区 326 1.44

二神　勇 広島県尾道市 316 1.40

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町2丁目2-3 290 1.28

関西ペイント株式会社 大阪市中央区今橋2丁目6－14 227 1.01

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内1丁目4番5号 

（東京都港区浜松町2丁目11番3号）
220 0.97

東京海上日動火災保険株式会社  東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 201 0.89

中国塗料株式会社　  広島県大竹市明治新開1－7　 193 0.85

計 － 10,174 45.16

（注）当社は自己株式5,567千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合24.71％）を保有しているが、当該自己株式

　　  には議決権がないため、上記の「大株主の状況」から除外している。　
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

普通株式  5,567,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,905,000　 16,905 －

単元未満株式 普通株式 　  58,000 － －

発行済株式総数 22,530,000 － －

総株主の議決権 － 16,905 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれている。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれている。

 

②【自己株式等】

 平成21年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

内海造船㈱　

広島県尾道市瀬戸

田町沢226番地の6
5,567,000 － 5,567,000 24.71

計 － 5,567,000 － 5,567,000 24.71

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高（円） 297 373 407 367 375 338

最低（円） 257 260 333 292 330 285

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の市場相場である。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

（1）辞任役員　

　役名 　氏名 　辞任年月日

　取締役 　川島　隆明 　平成21年8月25日

　取締役 　飯尾　琢也 　平成21年8月25日

　

（2）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 　旧職名 氏名 異動年月日

　取締役　
新造船事業本部事業本部

長兼瀬戸田工場工場長　
　取締役

新造船事業本部副事業本

部長兼因島工場工場長　
　川路　道博  平成21年10月1日

　取締役 新造船事業本部長付　 　取締役
新造船事業本部長兼プロ

ジェクト室長　
　近藤　公雄  平成21年10月1日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9月30日まで）及び前第2四半期連結累計期間（平成

20年4月1日から平成20年9月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第2四半期連結会計期間

（平成21年7月1日から平成21年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日

まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年

9月30日まで）及び前第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表並びに当第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平

成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,210 7,248

受取手形及び売掛金 3,952 1,714

商品 8 7

仕掛品 21,485 20,670

原材料及び貯蔵品 147 169

その他 890 2,703

貸倒引当金 △6 △10

流動資産合計 30,688 32,503

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 2,931

※
 3,004

構築物（純額） ※
 1,662

※
 1,721

機械装置及び運搬具（純額） ※
 2,683

※
 2,981

土地 4,567 4,567

その他（純額） ※
 1,174

※
 1,348

有形固定資産合計 13,018 13,624

無形固定資産

その他 104 115

無形固定資産合計 104 115

投資その他の資産

投資有価証券 462 414

その他 1,016 985

貸倒引当金 △90 △61

投資その他の資産合計 1,388 1,338

固定資産合計 14,512 15,078

資産合計 45,201 47,581
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成21年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,231 11,586

短期借入金 4,556 2,346

未払費用 1,083 1,668

未払法人税等 307 797

前受金 19,408 18,656

船舶保証工事引当金 72 65

その他 301 862

流動負債合計 35,959 35,984

固定負債

長期借入金 1,669 2,112

再評価に係る繰延税金負債 1,184 1,184

退職給付引当金 1,897 1,837

役員退職慰労引当金 61 64

その他 6 1

固定負債合計 4,820 5,200

負債合計 40,779 41,184

純資産の部

株主資本

資本金 1,200 1,200

資本剰余金 672 672

利益剰余金 3,136 3,108

自己株式 △2,014 △5

株主資本合計 2,994 4,975

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16 11

土地再評価差額金 1,410 1,410

評価・換算差額等合計 1,426 1,421

純資産合計 4,421 6,397

負債純資産合計 45,201 47,581
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

売上高 24,150 22,309

売上原価 20,627 20,463

売上総利益 3,522 1,845

販売費及び一般管理費

給料及び手当 241 269

役員退職慰労引当金繰入額 7 6

貸倒引当金繰入額 10 －

その他 1,157 801

販売費及び一般管理費合計 1,416 1,077

営業利益 2,106 768

営業外収益

受取利息 8 1

受取配当金 7 5

受取保険金 － 11

還付加算金 － 5

その他 4 4

営業外収益合計 20 27

営業外費用

支払利息 35 38

支払保証料 17 －

その他 8 41

営業外費用合計 61 80

経常利益 2,065 715

特別利益

固定資産売却益 － 2

特別利益合計 － 2

特別損失

固定資産除却損 167 6

貸倒引当金繰入額 － 28

ゴルフ会員権評価損 － 15

特別損失合計 167 51

税金等調整前四半期純利益 1,898 666

法人税、住民税及び事業税 860 322

法人税等調整額 △47 △21

法人税等合計 812 300

四半期純利益 1,086 365
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【第2四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第2四半期連結会計期間
(自　平成20年7月 1日
　至　平成20年9月30日)

当第2四半期連結会計期間
(自　平成21年7月 1日
　至　平成21年9月30日)

売上高 12,392 15,129

売上原価 10,828 13,881

売上総利益 1,563 1,248

販売費及び一般管理費

給料及び手当 107 114

役員退職慰労引当金繰入額 3 2

貸倒引当金繰入額 3 －

その他 750 435

販売費及び一般管理費合計 865 552

営業利益 697 696

営業外収益

受取利息 7 0

受取配当金 1 1

受取保険金 － 10

その他 0 2

営業外収益合計 9 15

営業外費用

支払利息 17 20

支払保証料 8 －

過年度源泉所得税 － 14

その他 5 19

営業外費用合計 31 53

経常利益 675 658

特別利益

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 － 0

特別損失

固定資産除却損 100 4

ゴルフ会員権評価損 － 15

特別損失合計 100 20

税金等調整前四半期純利益 575 638

法人税、住民税及び事業税 276 300

法人税等調整額 △39 △12

法人税等合計 237 287

四半期純利益 337 350
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第2四半期連結累計期間
(自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　平成21年4月 1日
　至　平成21年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,898 666

減価償却費 691 881

ゴルフ会員権評価損 － 15

受取利息及び受取配当金 △16 △6

支払利息 35 38

固定資産除却損 167 6

売上債権の増減額（△は増加） △675 △2,266

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,246 △794

仕入債務の増減額（△は減少） 480 △1,233

前受金の増減額（△は減少） 2,707 751

引当金の増減額（△は減少） 108 89

その他 △902 △434

小計 5,742 △2,287

利息及び配当金の受取額 15 6

消費税等の還付額 898 1,578

利息の支払額 △32 △39

法人税等の還付額 － 126

法人税等の支払額 △704 △985

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,920 △1,598

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △1,945 △829

有価証券の取得による支出 － △39

その他 14 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,931 △871

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 41 2,410

長期借入金の返済による支出 △735 △643

自己株式の取得による支出 － △2,009

配当金の支払額 △336 △336

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,031 △579

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,957 △3,049

現金及び現金同等物の期首残高 5,889 7,206

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,847

※
 4,156
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第2四半期連結累計期間
（自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日）

会計処理基準に関する事項の変更   請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用し

ていたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号　平成19年12月27日）を第1四半期連結会計期間より適用し、

第1四半期連結会計期間に着手（加工開始）した工事契約から、進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

している。

　これにより、当第2四半期連結累計期間の売上高は67億20百万円増加し、

売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

7億46百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　

【表示方法の変更】

当第2四半期連結累計期間
（自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日）

  （四半期連結損益計算書関係）

      前第2四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「受取保険金」（前第2四半

　　期連結累計期間0百万円）については、営業外収益の総額の100分の20超となったため、当第2四半期連結累計期間で

　  は区分掲記している。

　

      前第2四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「還付加算金」（前第2四半

　　期連結累計期間1百万円）については、営業外収益の総額の100分の20超となったため、当第2四半期連結累計期間で

　　は区分掲記している。　　

    　

  （四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　前第2四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

    「有価証券の取得による支出」（前第2四半期連結累計期間△0百万円）は重要性が増加したため、当第2四半期連結

    累計期間では区分掲記している。

　

      前第2四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

    「自己株式の取得による支出」（前第2四半期連結累計期間△0百万円）は重要性が増加したため、当第2四半期連結

    累計期間では区分掲記している。

　

当第2四半期連結会計期間
（自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日）

  （四半期連結貸借対照表関係）

　　　前第2四半期連結会計期間において掲記していた「構築物及びドック船台（純額）」は、「造船業財務諸表準則」

　　（昭和26年運輸省告示第254号）が、平成21年4月1日をもって廃止されたことに伴い、当第2四半期連結会計期間で

　　は「構築物（純額）」として掲記している。　

　

  （四半期連結損益計算書関係）

　　　前第2四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「受取保険金」（前第2四半

　　期連結会計期間0百万円）については、営業外収益の総額の100分の20超となったため、当第2四半期連結会計期間で　

　　は区分掲記している。
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【簡便な会計処理】

 
当第2四半期連結累計期間 
（自　平成21年4月 1日 
 至　平成21年9月30日）

1．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第2四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定している。

2．たな卸資産の評価方法　 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。

3．固定資産の減価償却費の算定方法　 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算出する方法によっている。

4．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっている。　　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  該当事項なし。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第2四半期連結会計期間末
（平成21年9月30日）

前連結会計年度末
（平成21年3月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、17,533百万円であ

る。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、16,819百万円であ

る。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年9月30日現在） 　（平成21年9月30日現在）

現金及び預金勘定 8,901百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △54

現金及び現金同等物 8,847

　

現金及び預金勘定  4,210百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △54

現金及び現金同等物 4,156

　

（株主資本等関係）

当第2四半期連結会計期間末（平成21年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自　平成21年4月1日　至　平成

21年9月30日）

1．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　22,530千株

 

2．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 5,567千株

 

3．新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。

 

4．配当に関する事項

配当金支払額　

　
　

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年6月25日

定時株主総会
普通株式 337 15 平成21年3月31日 平成21年6月26日利益剰余金

　

5．株主資本の金額の著しい変動　

　当社は、平成21年5月29日及び平成21年8月24日開催の取締役会において自己株式の取得を決議し、平成21年

 8月25日に実施した。この結果、自己株式が20億8百万円増加し、当第2四半期連結会計期間末において自己株

式は20億14百万円となった。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 11,918 387 86 12,392 － 12,392

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 429 226 655 △655 －

計 11,918 816 313 13,047 △655 12,392

営業利益又は営業損失（△） 1,274 0 △11 1,263 △565 697

当第2四半期連結会計期間（自平成21年7月1日　至平成21年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 14,998 63 67 15,129 － 15,129

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 41 130 172 △172 －

計 14,998 105 197 15,301 △172 15,129

営業利益又は営業損失（△） 1,029 △2 △2 1,024 △328 696

　

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

四半期報告書

21/29



前第2四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 23,558 422 169 24,150 － 24,150

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 474 365 839 △839 －

計 23,558 897 534 24,990 △839 24,150

営業利益又は営業損失（△） 3,051 △9 △23 3,017 △911 2,106

当第2四半期連結累計期間（自平成21年4月1日　至平成21年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 22,048 135 124 22,309 － 22,309

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 52 237 290 △290 －

計 22,048 188 362 22,599 △290 22,309

営業利益又は営業損失（△） 1,456 △10 △10 1,435 △667 768

 （注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。

2．各区分に属する主要な製品の名称

(1)船舶事業 貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各種船

舶・艦艇の改造修理等。

(2)陸上事業 土木建設、太陽光発電システムの設置、農作物栽培装置。

(3)サービス事業 ホテルの経営、物品の販売等。

       3．会計処理の方法の変更

（当第2四半期連結累計期間）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、請負工事に係る収益

の計上基準については、従来、工事完成基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準

第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を第1四半期連結会計期間より適用し、第1四半期連結会計期間に着手（加工開始）した工

事契約から、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

　これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第2四半期連結累計期間の船舶事業の売上高は67億  20

百万円増加し、営業利益は7億46百万円増加している。

       4．追加情報

（前第2四半期連結累計期間）

有形固定資産の耐用年数の変更

　当社及び連結子会社は、平成20年度税制改正に伴い、第1四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数の見直し

を行っている。これにより従来の方法によった場合と比較して、当第2四半期連結累計期間の船舶事業の営業利益

は70百万円減少し、陸上事業、サービス事業、消去又は全社の営業損失は、それぞれ0百万円増加している。 
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【所在地別セグメント情報】

　前第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）及び当第2四半期連結会計期間（自平成21

年7月1日　至平成21年9月30日）並びに前第2四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年9月30日）及び

当第2四半期連結累計期間（自平成21年4月1日　至平成21年9月30日）において、在外連結子会社及び支店がない

ため記載していない。　

　

【海外売上高】

前第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）

 アジア ラテンアメリカ 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,512 5,300 10,812

Ⅱ．連結売上高（百万円）         12,392

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 44.48 42.78 87.26

（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。　

2．各区分に属する主な国又は地域　

(1)アジア （シンガポール）

(2)ラテンアメリカ （パナマ）

　3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。

     当第2四半期連結会計期間（自平成21年7月1日　至平成21年9月30日）

 ラテンアメリカ アフリカ 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 12,488 1,977 14,466

Ⅱ．連結売上高（百万円）         15,129

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 82.54 13.07 95.61

（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。　

2．各区分に属する主な国又は地域　

(1)ラテンアメリカ （パナマ）

(2)アフリカ　 （リベリア）　

　3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。
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前第2四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年9月30日）

 アジア ラテンアメリカ その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 8,435 10,718 302 19,455

Ⅱ．連結売上高（百万円）             24,150

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
34.93 44.38 1.25 80.56

（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。　

2．各区分に属する主な国又は地域　

(1)アジア （シンガポール）

(2)ラテンアメリカ （パナマ）

(2)その他の地域 （リベリア）

　3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。　

当第2四半期連結累計期間（自平成21年4月1日　至平成21年9月30日）

 アジア ラテンアメリカ アフリカ 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 24 17,976 2,825 20,827

Ⅱ．連結売上高（百万円）             22,309

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
0.11 80.58 12.67 93.36

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア （大韓民国）

(2)ラテンアメリカ （パナマ）

(3)アフリカ （リベリア）

3. 前第2四半期連結累計期間において「その他の地域」に含まれていた「アフリカ」（前第2四半期連結累計期

   間の売上高302百万円）は、重要性が増したため区分掲記している。

4．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。　

EDINET提出書類

内海造船株式会社(E02131)

四半期報告書

24/29



（1株当たり情報）

１．1株当たり純資産額

当第2四半期連結会計期間末
（平成21年9月30日）

前連結会計年度末
（平成21年3月31日）

1株当たり純資産額 　 260円65銭 1株当たり純資産額 　284円15銭 

　（注）　1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第2四半期連結会計期間末
（平成21年9月30日）

前連結会計年度末
（平成21年3月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 4,421 6,397

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

4,421 6,397

普通株式の発行済株式数（千株） 22,530 22,530

普通株式の自己株式数（千株） 5,567 17

1株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

16,962 22,512

 

２．1株当たり四半期純利益

前第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日）

1株当たり四半期純利益   48円24銭 

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

1株当たり四半期純利益  17円11銭 

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

 

　（注）　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結累計期間
（自　平成21年4月 1日
至　平成21年9月30日）

四半期純利益（百万円） 1,086 365

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,086 365

期中平均株式数（千株） 22,515 21,390

前第2四半期連結会計期間
（自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日）

1株当たり四半期純利益   14円98銭 

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

1株当たり四半期純利益 17円28銭 

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

 

　（注）　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第2四半期連結会計期間
（自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　平成21年7月 1日
至　平成21年9月30日）

四半期純利益（百万円） 337 350

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 337 350

期中平均株式数（千株） 22,514 20,280
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（重要な後発事象）

　該当事項なし。

２【その他】

該当事項なし。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

内海造船株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている内海造船株式会社の平

成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成20年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第2四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

　2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

内海造船株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　木　賢一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている内海造船株式会社の平

成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（平成21年7月1日から平成21年9月30日

まで）及び第2四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成21年9月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第2四半期連結累計期間の経営成績並びに第2四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第1四半期連結会計

　期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

　2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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